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令和３年３月３０日

令和３年度法務省調達改善計画

第１ 目的

法務本省及び地方支分部局等の全庁において，更なる調達の適本計画は，

切性・透明性の確保，調達事務の効率性の向上等を目指すとともに，ＰＤＣ

Ａサイクルにより，調達の透明性・外部性を確保しつつ，自律的かつ継続的

に調達改善に取り組むことを目的とする。

なお，本計画は 「調達改善の取組の推進について （平成25年４月５日付， 」

け行政改革推進本部決定 「調達改善の取組の強化について（調達改善の取），

組指針の策定 （平成27年１月26日付け行政改革推進会議取りまとめ ，令和）」 ）

２年度調達改善計画の上半期自己評価結果や調達の現状分析に基づく調達内容

の特性・課題等を踏まえ，策定するものである。

第２ 調達の現状分析

法務省において重点的に推進すべき取組を選定するに当たり 令和元年度 電， （

， ） 。力調達・ガス調達については 令和２年４月から12月 の調達構造を分析する

※ 本計画に記載している契約件数及び金額は 「公共調達の適正化について （平成18年８月25日付け財計第2017， 」

号財務大臣通知）に基づき公表しているデータから集計したものである（少額随意契約は含まれない 。。）

１ 法務省の調達の全体像

法務省の調達の全体像は，表１ないし表３のとおりであるが，法務本省を

始めとする305庁の会計機関において調達事務を行っており 契約件数が7,818，

件，契約金額が2,143億円となっている。

調達の内訳では，物品役務等の調達類型による件数が6,705件（85.8％ ，）

契約金額が1,527億円（71.3％）となっており，そのうち，件数ベースでは物

品購入・賃貸借契約が2,594件（33.2％ ，その他の役務契約が1,627件（20.8）

％ ，また，金額ベースでは物品購入・賃貸借契約が473億円（22.1％）と，）

それぞれ高い割合を占めている（表１参照 。）

契約種別では，競争性のある契約方式の契約件数が6,530件（83.5％ ，契）

約金額が1,905億円（88.9％ ，競争性のない随意契約の契約件数が1,288件）

（16.5％ ，契約金額は238億円（11.1％）となっている（表２参照 。） ）

応札状況では，競争契約のうち一者応札の契約件数が1,170件（18.5％ ，）

契約金額が893億円（48.0％）となっている（表３参照 。）
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表１ 令和元年度法務省における調達経費の内訳

（本省・地方別）

※１ 金額及び割合については，それぞれ単位未満で四捨五入しているため，合計において一致しない場合がある。

※２ 「情報システム関連」は 「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン （各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）， 」

連絡会議，平成26年12月３日決定，令和2年11月27日最終改定）における定義に準じて分類した情報システムの整

備・運用等に係る調達をいう。

※３ 「調査研究」は，調査（実態調査や動向調査等の各種調査 ，統計調査（統計情報収集整理等 ，研究（科学技術） ）

等の研究に係る分析，解析，実証，実験等）に係る調達のうち，公共工事に係る調査及び設計業務等（Ｂ）を除く

ものをいう。

※４ 公募のうち 応募資格を満たしている者が複数ある場合に複数者と契約を締結するようなものは 該当する件数・， ，

金額を別途（ ）で内数にて記載している。

（単位：件，億円）
区　　分

調達類型
契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額

52 316 994 287 1,046 603

割合（A/Ｋ） 6.0% 23.8% 14.3% 35.3% 13.4% 28.2%

24 8 73 4 67 12

割合（B/Ｋ） 2.8% 0.6% 1.1% 0.5% 0.9% 0.6%

76 324 1,037 291 1,113 615

8.7% 24.4% 14.9% 35.8% 14.2% 28.7%

163 363 105 7 268 370

割合（C/Ｋ） 18.8% 27.3% 1.5% 0.9% 3.4% 17.3%

3 3 134 43 137 46

割合（D/Ｋ） 0.3% 0.2% 1.9% 5.3% 1.8% 2.1%

2 1 149 7 151 8

割合（E/Ｋ） 0.2% 0.1% 2.1% 0.9% 1.9% 0.4%

21 10 0 0 21 10

割合（F/Ｋ） 2.4% 0.8% 0.0% 0.0% 0.3% 0.5%

247 333 2,347 140 2,594 473

割合（Ｇ/Ｋ） 28.4% 25.1% 33.8% 17.2% 33.2% 22.1%

39 19 1,267 166 1,306 185

割合（Ｈ/Ｋ） 4.5% 1.4% 18.2% 20.4% 16.7% 8.6%

259 268 1,368 140 1,627 408

割合（Ｉ/Ｋ） 29.8% 20.2% 19.7% 17.2% 20.8% 19.0%

59(4) 8(0.5) 542(8) 19(0.2) 601(12) 27(0.7)

割合（Ｊ/Ｋ） 6.8% 0.6% 7.8% 2.3% 7.7% 1.3%

793(4) 1,005(0.5) 5,912(8) 522(0.2) 6,705(12) 1,527(0.7)

91.3% 75.6% 85.1% 64.2% 85.8% 71.3%

869(4) 1,329(0.5) 6,949(8) 813(0.2) 7,818(12) 2,142(0.7)

11.1% 62.0% 88.9% 38.0%

割合（小計/Ｋ）

合 計 Ｋ

本省・地方支分部局等
/法務省全体（割合）

物品購入・賃貸借 Ｇ

庁舎維持関連 Ｈ

その他の役務  Ｉ

その他    Ｊ

小 計

小 計

割合（小計/Ｋ）

物
品
役
務
等

情報システム関連 Ｃ

電力 D

ガス E

調査研究 F

本 省 地方支分部局等 法務省全体

公
共
工
事
等

公共工事 A

公共工事に係る調査及び
設計業務等 B
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表２ 令和元年度法務省における調達の契約種別

※ 金額及び割合については，それぞれ単位未満で四捨五入しているため，合計において一致しない場合がある。

表３ 令和元年度法務省における調達の応札状況

※１ 金額及び割合については，それぞれ単位未満で四捨五入しているため，合計において一致しない場合がある。

※２ 本表の公募による随意契約については，複数者と締結した契約は含まれない。

（単位：件，億円）

区　　分

契約方式

競 争 契 約 6,327 80.9% 1,862 86.9%

企画競争による
随意契約

30 0.4% 5 0.2%

公 募 に よ る
随 意 契 約

85 1.1% 5 0.2%

不落・不調による
随意契約

88 1.1% 33 1.5%

小 計 6,530 83.5% 1,905 88.9%

1,288 16.5% 238 11.1%

7,818 2,143合 計

契約件数
A

割合
B（A/合計）

契約金額
C

割合
D（C/合計）

競争性の
ある契約

競争性のない随意契約

（単位：件，億円）

区　　分

契約方式

割合（A/合計）

割合（B/合計）

割合（C/合計）

１者 ２者以上 合計

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額

競 争 契 約 A 1,170 893 5,157 969 1,862

18.5% 48.0% 81.5% 52.0%

6,327

企 画 競 争 に よ る
随 意 契 約 B

24 2 6 2 4

80.0% 50.0% 20.0% 50.0%

30

公 募 に よ る
随 意 契 約 C

31 1 5 0 1

86.1% 100.0% 13.9% 0.0%

36
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一者応札について２

競争契約全体に占める一者応札の割合が，競争契約全体を母数とした場合

の割合（件数ベース18.5％，金額ベース48.0％）よりも高い割合の調達類型

， ， （ ）， （ ），は 件数ベースでは 情報システム関連契約 55.2％ 調査研究 35.7％

その他の役務契約（31.1％ ，ガス契約（21.7％ ，金額ベースでは，情報シ） ）

ステム関連契約（97.1％ ，その他の役務契約（62.9％ ，物品購入・賃貸借） ）

契約（61.4％）となっている（表４参照 。）

また，一者応札全体を母数とした場合，割合の高い調達類型は，件数ベー

スでは，その他の役務契約（33.8％ ，物品購入・賃貸借契約（20.4％ ，金） ）

額ベースでは 情報システム関連契約 33.6％ 物品購入・賃貸借契約 26.8， （ ）， （

％ ，その他の役務契約（24.6％）となっている（表５参照 。） ）

一者応札の契約件数については，平成19年度は1,362件（競争契約全体に対

する割合が31.7％）であったものが，これまでの調達改善の取組により，令

和元年度には1,170件（同18.5％）と減少しているものの，近年はほぼ横ばい

で推移している。

一者応札案件の調達類型別の分析の結果，①情報システム関連を始め，依

然として一者応札の割合が高い調達類型があること，②物品役務等の同種・

同類の調達案件において，ある官署では複数者応札であるにもかかわらず，

， ，他の官署では一者応札となっている場合があること ③同一の官署において

過去に複数者応札であったものの，再び一者応札となった案件があることな

ど，改善の余地がある案件が見受けられるほか，令和２年度調達改善計画の

上半期自己評価結果において，一者応札案件の件数・割合が減少しており，

取組の効果が見られることから，各種取組を確実に実施した上，その効果を

検証・評価し，一者応札の解消に向けた取組を引き続き的確に実施していく

必要がある。
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表４ 令和元年度法務省における競争契約及び一者応札の状況

※ 金額及び割合については，それぞれ単位未満で四捨五入しているため，合計において一致しない場合がある。

（単位：件，億円）
区　　分

件　数 割　合 金　額 割　合 件　数 割　合 金　額 割　合

調達類型

A
B(A/
合計)

C
D(C/
合計)

E
F

(E/A)
G

H
(G/C)

公 共 工 事 1,002 15.8% 574 30.9% 171 17.1% 65 11.3%

公共工事に係る調査
及び設計業務等

51 0.8% 5 0.3% 4 7.8% 0 0.0%

1,053 16.6% 579 31.1% 175 16.6% 65 11.2%

情 報 シ ス テ ム 関 連 174 2.8% 309 16.6% 96 55.2% 300 97.1%

電 力 127 2.0% 46 2.5% 19 15.0% 6 13.0%

ガ ス 69 1.1% 7 0.4% 15 21.7% 2 28.6%

調 査 研 究 14 0.2% 1 0.1% 5 35.7% 0 0.0%

物 品 購 入 ・ 賃 貸 借 2,376 37.6% 389 20.9% 239 10.1% 239 61.4%

庁 舎 維 持 関 連 1,244 19.7% 179 9.6% 226 18.2% 61 34.1%

そ の 他 の 役 務 1,270 20.1% 350 18.8% 395 31.1% 220 62.9%

そ の 他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

5,274 83.4% 1,281 68.9% 995 18.9% 828 64.6%

6,327 1,860 1,170 18.5% 893 48.0%

公共工事等

小 計

物品役務等

小 計

合 計

競争契約
うち一者応札

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額
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表５ 令和元年度法務省における競争契約における一者応札に係る調達経費の
内訳（本省・地方別）

※ 金額及び割合については，それぞれ単位未満で四捨五入しているため，合計において一致しない場合がある。

電力調達・ガス調達について（令和２年４月から12月契約分）３

電力調達について，平成28年４月からの電力小売全面自由化により競争が

進み，総契約件数（124件）に対する複数者応札となった案件（90件）の割合

は，令和元年度から減少したものの72.6％を占めている（令和元年度同時期

は100件，76.3％ （表６参照 。） ）

（単位：件，億円）
区　　分

調達類型
契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額

5 4 166 61 171 65

割合（A/Ｋ） 2.3% 0.6% 17.4% 36.7% 14.6% 7.3%

0 0 4 0 4 0

割合（B/Ｋ） 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.3% 0.0%

5 4 170 61 175 65

2.3% 0.6% 17.8% 36.7% 15.0% 7.3%

82 298 14 2 96 300

割合（C/Ｋ） 38.1% 41.0% 1.5% 1.2% 8.2% 33.6%

0 0 19 6 19 6

割合（D/Ｋ） 0.0% 0.0% 2.0% 3.6% 1.6% 0.7%

0 0 15 2 15 2

割合（E/Ｋ） 0.0% 0.0% 1.6% 1.2% 1.3% 0.2%

5 0 0 0 5 0

割合（F/Ｋ） 2.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0%

43 226 196 13 239 239

割合（Ｇ/Ｋ） 20.0% 31.1% 20.5% 7.8% 20.4% 26.8%

13 17 213 44 226 61

割合（Ｈ/Ｋ） 6.0% 2.3% 22.3% 26.5% 19.3% 6.8%

67 182 328 38 395 220

割合（Ｉ/Ｋ） 31.2% 25.0% 34.3% 22.9% 33.8% 24.6%

0 0 0 0 0 0

割合（Ｊ/Ｋ） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

210 723 785 105 995 828

97.7% 99.4% 82.2% 63.3% 85.0% 92.7%

215 727 955 166 1,170 893

18.4% 81.4% 81.6% 18.6%

本 省 地方支分部局等 法務省全体

公
共
工
事
等

公共工事 A

公共工事に係る調査及
び設計業務等 B

小 計

割合（小計/Ｋ）

物
品
役
務
等

情報システム関連 Ｃ

電力 D

ガス E

調査研究 F

割合（小計/Ｋ）

合 計 Ｋ

本省・地方支分部局等
/法務省全体（割合）

物品購入・賃貸借 Ｇ

庁舎維持関連 Ｈ

その他の役務  Ｉ

その他    Ｊ

小 計
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これまでの取組においては，一部の官署で地方ブロック単位に集約した共

同調達等を実施し，スケールメリットが働く適切な電力量を確保したことで

， ， ，一者応札が解消され 調達コストの削減につながっていることから 今後も

事業者へのヒアリングを行うなどして，異なる一般配送電事業者の供給区域

にある施設を一つの契約にまとめることを含め，適切な調達単位を検討し，

競争性・経済性を向上させるための取組を実施していく必要がある。

また，令和３年度からは，再生可能エネルギー電力の調達についても，競

争性確保やコスト抑制に留意しつつ，取り組んでいく必要がある。

一方，ガス調達について，平成29年４月のガス小売全面自由化以降，実施

可能な官署から，一般競争入札への切替えを順次実施し，令和２年度に一般

競争入札を実施した案件は，令和元年度同時期とほぼ横ばいの40件，そのう

ち 複数者応札となった案件は32件 総契約件数の27.8％ となっている 表， （ ） （

７参照 。）

ガス調達は，電力調達と比較して新規参入業者が少なく，複数者応札とな

った地域は関東・中部・近畿・九州の一部に限られていることから，今後も

新規参入業者の調査や事業者へのヒアリングによる情報収集等に努め，可能

な案件について，随意契約から一般競争入札に切り替えるとともに，複数者

応札の実現に向けた取組について，引き続き検討していく必要がある。

なお，新規参入が進んでいる地域（関東・中部・近畿・九州の一部）にお

ける総契約件数 80件 に対する複数者応札となった案件 32件 の割合は40（ ） （ ）

％となっている。

表６ 令和２年（４月から12月）法務省における電力調達の応札状況等

※ その他の随意契約については，契約の性質又は目的が競争を許さない場合に締結した随意契約が含まれる。

（単位：件，円）

一者応札
A

不落・不調
随意契約
B

小計
C（A+B）

複数者応札
D

その他の
随意契約
E

合計
C+D+E

件 数 23 1 24 90 10 124

（割合） (18.5%) (0.8%) (19.4%) (72.6%) (8.1%) (100.0%)

金 額 572,550,287 2,566,774 575,117,061 3,942,686,780 0 4,517,803,841

（割合） (12.7%) (0.1%) (12.7%) (87.3%) (0.0%) (100.0%)
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表７ 令和２年（４月から12月）法務省におけるガス調達の応札状況等

※ プロパンガス事業については，従前から一般競争入札を実施しているため，本表には含まれない。

４ その他

令和元年度は，法務本省を始めとする全ての会計機関（※）において，他

庁との共同調達を実施したほか，会計法令上，随意契約によることが認めら

れている少額調達案件について，一般競争入札を115件，オープンカウンター

方式による見積合わせを146件実施した。

※ 「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号 」に基づき，運営）

業務の一部を民間企業に委託している官署は含まれない。

第３ 取組内容

別紙１及び別紙２のとおり。

第４ 自己評価の実施

上半期及び年度終了後に，計画の達成状況等について自己評価を行い，そ

の結果について，その後の調達改善の取組や調達改善計画の策定に反映させ

る。

第５ 推進体制

１ 推進体制

調達改善計画の策定・見直し，自己評価の実施等は 「法務省行政事業レ，

ビュー推進チーム （以下「チーム」という ）により取り組む。」 。

， ， 。チームの統括責任者 副統括責任者及びメンバーは 以下のとおりである

（単位：件，円）

一者応札
A

不落・不調
随意契約
B

小計
C（A+B）

複数者応札
D

その他の
随意契約
E

合計
C+D+E

件 数 8 0 8 32 75 115

（割合） (7.0%) (0.0%) (7.0%) (27.8%) (65.2%) (100.0%)

金 額 100,424,734 0 100,424,734 504,710,149 79,441,494 684,576,377

（割合） (14.7%) (0.0%) (14.7%) (73.7%) (11.6%) (100.0%)
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統括責任者 官房長

副統括責任者 大臣官房秘書課長

大臣官房会計課長

メンバー 大臣官房人事課長，大臣官房国際課長，大臣官房施設課

長，大臣官房厚生管理官，大臣官房司法法制部司法法制

課長，民事局総務課長，刑事局総務課長，矯正局総務課

長，保護局総務課長，人権擁護局総務課長，訟務局訟務

企画課長，法務総合研究所総務企画部付，出入国在留管

理庁総務課長，公安審査委員会事務局長，公安調査庁総

務部総務課長

なお，チームの統括責任者は，別に定めるところにより設置する「法務省

調達改善グループ」によりチームの取組を補佐させる。

２ 外部有識者の参画

調達改善計画の策定・見直し，自己評価の実施等の際には，法務省契約

監視会議の各委員に指導，助言等を求める。

３ その他

チームの庶務は，大臣官房会計課において行う。(1)

その他チームの運営に関して必要な事項は，統括責任者が定める。(2)

第６ その他

１ 取組状況等の公表

， 。調達改善計画及び自己評価結果は 法務省ホームページにおいて公表する

２ 計画の見直し

本計画は，実施状況等を踏まえ，必要に応じて所要の見直しを行い，法

務省ホームページにおいて公表する。



重点的な取組、共通的な取組

（原則、定量的に記載） 目標達成
予定時期

○

地方支分部局等にお
ける取組の推進
　地方支分部局等に
おける汎用的な物品
役務等の調達につい
て共同調達を実施す
るほか，より効果的な
共同調達の検討・推
進等に取り組む。

【共同調達の推進】
・合同庁舎単位，近隣官署単位，地方ブロック単位
での共同調達の実施
・共同調達実施品目数の拡大
・仕様の検討
・調達単位の検討
・他組織・他府省庁との共同調達の実施
・本省のほか地方支分部局等が実施した共同調達
に関するベストプラクティスの共有・展開等

A H24

（地方支分部局等）
　共同調達の実施又は仕
様及び調達単位の見直し
により，調達コストの削減
を図る。

R４年
３

月まで

R４年
３月ま

で

○ ○

調達改善に向けた審
査・管理の充実
　一者応札となってい
る案件について，個別
にその要因を分析した
上，分析結果に応じて
右の取組を実施する
などして，一者応札の
解消等を図る。

【一者応札の解消等】
○入札前の取組(事前審査)
・仕様の見直し及び明確化
・受注実績の必要性及び競争参加資格の見直し
・発注単位及び発注時期の見直し
・国庫債務負担行為による複数年度契約の活用
・履行のための準備期間及び履行期間の十分な確
保
・新規参入業者の調査
・インターネット等を利用した市場価格の調査及び調
査結果と過去の契約価格との比較・検証
・情報システムに係る調達について,CIO補佐官の知
見を活用

○入札時の取組
・公告期間の十分な確保
・入札説明会及び質問対応の充実
・事業者等への理解促進のための配布資料等の充
実（システム運用・保守については，作業マニュアル
等を閲覧資料化）
・調達の情報提供の充実
・電子調達システムの活用

○入札後の取組(事後審査）
・事業者等に対するヒアリング，一者応札案件の要
因分析，改善策の検討及び今後の取組への活用
・一者応札案件の要因分析結果の集約及び効果的
な取組の情報共有
・契約監視会議における継続的な一者応札案件等
の重点的審査及び外部有識者の意見・助言等の情
報共有
・外部有識者の意見の反映状況及び一者応札の改
善状況を再度契約監視会議に報告

　一者応札案件の調達類型別
の分析の結果，①情報システ
ム関連を始め，依然として一者
応札の割合が高い調達類型が
あること，②物品役務等の同
種・同類の調達案件において，
ある官署では複数者応札であ
るにもかかわらず，他の官署で
は一者応札となっている場合
があること，③同一の官署にお
いて，過去に複数者応札で
あったものの，再び一者応札と
なった案件があるほか，令和２
年度上半期の自己評価結果に
おいて，一者応札案件の件数・
割合が減少しており，取組の効
果が見られることから，左記取
組を確実に実施した上，その
効果を検証・評価し，一者応札
の解消に向けた取組を引き続
き的確に実施していく必要があ
るため。

A H24

（本省・地方支分部局等）
　一者応札の契約割合に
ついて，対前年度以下又
は一者応札の解消による
契約額の削減により，調
達コストの削減を図る。

R４年
３月ま

で

A＋ H28

（本省，地方支分部局等）
【電力】
　一者応札の契約割合に
ついて，対前年度以下に
して，一者応札の解消に
よる契約額の削減によ
り，調達コストの削減を図
る。
　再生可能エネルギー電
力の調達について，予算
事情，調達規模等を考慮
し，調達案件ごとに取組
が可能であると判断する
ものは実施する。

【ガス】
　複数事業者の参入可能
性について検討し，可能
な案件について，随意契
約から一般競争入札に切
り替えるなどして，調達コ
ストの削減を図る。

○ ○

電力調達・ガス調達の
改善
  電力調達・ガス調達
について，右の取組を
実施するなどして，複
数者応札等を目指
す。

【電力】
・事業者等に対するヒアリングの実施
・入札の早期実施
・調達単位の妥当性の検討
　▷ 適切な電力量の確保
　（複数庁舎の取りまとめ，調達単位の分割等）
　▷ 共同調達の実施
　▷ 異なる一般送配電事業者の供給区域にある施
　　設を一つの契約にまとめた電力調達の実施を
　　検討
・再生可能エネルギー電力の調達の実施

【ガス】
・事業者等に対するヒアリングの実施
・競争性を確保するための調達方法を検討
・複数事業者の参入可能性がある契約案件は，一
般競争入札を実施

【電力】
　これまでの取組においては，
一部の官署で地方ブロック単
位に集約した共同調達等を実
施し，一者応札が解消され，調
達コストの削減につながってい
ることから，今後も，適切な調
達単位を検討することに加え，
より一層のコスト削減の工夫に
より，競争性・経済性を向上さ
せるための取組を実施していく
必要があるため。
　また，令和３年度からは，再
生可能エネルギーの調達につ
いても，競争性確保やコスト抑
制に留意しつつ，取り組んでい
く必要があるため。

【ガス】
　平成29年４月からガス小売全
面自由化となったものの，電力
と比較して新規参入業者が少
なく，複数者応札となった地域
は，一部の地域に限られてい
ることから，今後も事業者に対
するヒアリングによる情報収集
等に努め，可能な案件につい
て，随意契約から一般競争入
札に切り替えるとともに，複数
者応札の実現に向けた取組に
ついて，引き続き検討していく
必要があるため。

令和3年度の調達改善計画
重点
的な
取組

共通
的な
取組

取組の項目 具体的な取組内容
重点的な取組の

選定理由
難易度

取組の
開始年

度

取組の目標

別紙１



継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続

○競争性のない随意契約の解消等
①競争性のない随意契約で調達を行おうとする場合には，「公共調達の適正化について」（平成18年
８月25日付け財計第2017号）に基づき，一般競争入札又は企画競争若しくは公募によることができ
ないかの検討，競争性のない随意契約によらざるを得ない理由に該当するか否かの審査などを厳
格に行う。
②競争性のない随意契約で調達を行った場合には，大臣官房会計課において，「公共調達の適正
化について」（平成18年８月25日付け財計第2017号財務大臣通知）に基づき，その妥当性等の事後
チェックを行う。

○新たな調達手法を採用した取組
・  「女性活躍推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する取組指針について」（平成28年３月
22日付けすべての女性が輝く社会づくり本部決定）に基づき，総合評価落札方式等による調達にお
いて，ワーク・ライフ・バランス等推進企業を評価項目として設定するなどの取組を行う。

その他の取組

具体的な取組内容
（新規・継続

区分）

○少額随意契約可能案件における一般競争入札等の実施
・  少額随意契約可能案件について，事務負担等を考慮の上，一般競争入札又はオープンカウン
ター方式による見積合わせを検討，実施する。

○カード決済の活用
・  「会計業務の効率化に向けた改善計画」（平成28年7月29日付け旅費・会計等業務効率化推進会
議決定）に基づく資金前渡官吏払いから支出官払いへの移行による業務効率化に資するよう，水道
料金を中心にクレジットカード決済を活用する。

○人事評価への反映
・  人事評価の実施に当たり，被評価者は，業績目標において，コスト意識や業務改善に関する業績
目標を設定することとし，評価者等は，被評価者の調達改善への取組，予算執行の効率化に関する
取組及びこれらの成果について，適切に評価に反映する。

○人材の育成
・  本省が実施している会計職員実務講習会を始めとする省内研修等を通じ，調達改善への取組，
予算執行の効率化等について，周知，指導等を行う。

○内部監査の活用
・  大臣官房会計課が地方支分部局等に赴いて実施する内部監査時において，調達改善に係る取
組を周知するとともに，取組状況等を把握し，必要に応じて，その結果等を全庁に周知する。

別紙２


